
1 ．はじめに
　多忙化・多様化，複雑化する学校において，学校を基
盤とした教員の授業力向上を促すためには指導教諭の
役割が重要である。文部科学省の調査によれば，指導教
諭の配置により，その調査対象の学校の約 9 割が「教職
員の指導力の向上」，「指導体制，研究体制の充実」，「OJT，
校内研修の活性化や質の向上」があげられている [1]。例
えば，宮崎県高等学校教育研究会工業部会では，教科「工
業」（以下，工業科 とする）に従事する教諭の授業力向
上を目的とした研修会（以下，授業力向上担当者会 と
する）として，指導教諭を中心に平成 24（2012）年度
より「ICT 機器を利用した授業展開」を主題として取り
組んできた。数年に一度，その主題を「知識構成型ジグ
ソー法による授業展開」，「協働学習」，「言語活動などを
導入した授業改善」などと変更しながら，現在もこの研
修を実施している。
　本論文では，平成 24（2012）年度から令和元（2019）
年度において授業力向上担当に指名された教諭数や所
属学科，指名回数などの分析結果から，そして平成 30

（2018）年度ならびに令和元（2019）年度の授業力向上
担当者へ実施したアンケート調査結果を基に，授業力向
上担当者会の現状と課題ならびにこれまでの反省につ
いて考察するとともに，宮崎県における工業科の指導教
諭による学校を基盤とした人材育成の現状を追究する
ことが目的である。
　本論文と同様に指導教諭に関する先行研究には，大林
による指導教諭の職務実態と研修ニーズに関する研究

[2]，中島・ 川上らによる佐賀県の学校組織における「新
たな職」である指導教諭の導入過程と運用上の課題に
関する研究 [3] などを挙げることができる。本論文が指
導教諭を中心として実施している研修を取り上げてい
ること，その研修の現状と課題を追究していることが，
両研究との相違点である。

2 ．授業力向上担当者会の現状
2.1　宮崎県における工業科に従事する指導教諭の現状
　宮崎県では，法制化以前からスーパーティーチャー制
度として試行し，現在は指導教論とその役割を拡げた
スーパーティーチャーの 2 階建ての仕組みとなってい
ること，学校への配置数や専門教科 , 地域等に偏りもあ
るが年々配置数も増えていること，指導教論（スーパー
ティーチャーを含む）は日常的に校内外の教員への指導
助言活動が可能で，かつ「授業公開」，「校内での研修会」，

「学校外の取組（講師 , 模擬授業 , 研究授業）」などを取
り組んでいることを報告している [4]。
　令和 2（2020）年度において，宮崎県における指導教
諭 103 名のうち県立学校には 35 人の指導教諭が任命さ
れており，工業科の指導教諭は “ 機械系 ” と “ 電気・電子・
情報系 ” の 2 名の指導教諭が任命されている [5]。この指
導教諭らは，所属校における指導・ 助言や相談・支援，
授業公開の他に，先の授業力向上担当者会の運営ならび
に工業科の教諭の授業力向上に関する指導・助言者とし
ての活動も行っている。
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2.2　発足の経緯
　平成 23（2011）年度に，宮崎県教育委員会主催「宮
崎授業力リーダー養成塾」（以下，実践塾 とする）が実
施されている。この事業は，「若手教員を対象として，
授業研究などの実践的な研修を通して授業力の向上を
図るとともに，授業力向上に係わるリーダーとしての資
質・向上を育成する」ことが目的であった。実践塾では，
各教科を 1 つの塾として，塾長として指導教諭，世話役
に指導主事，塾生として教諭が県内の県立高校から数名
指名され，その教科単位での授業力の向上に関する取
り組んだ。工業科では，塾長と世話役に加え，県内に 7
つある工業高校の中から，5 つの工業高校より 5 名の教
諭が塾生として指名され，計 7 名の教職員で構成された
グループで授業力の向上に関する取り組みを行った。取
り組みに関しては，報告会などの研修 3 回，塾生が所属
校において授業公開行い，それを相互に参観する授業研
究会 5 回，これらに加え，先進校への視察研修 2 回であっ
た。
　工業科に関する実践塾については，単年度での終了で
あった。しかしながら，ここでの取り組みに関して生徒
の学力向上に関する成果が認められたため，次年度以降
も継続してこのような取り組みができないか，宮崎県内
の工業科の教頭会から指導教諭へ提言された。その提言
を受け，平成 24（2012）年度に授業力向上担当者会が
実施され，それが現在まで続いている。

2.3　実施方法とこれまでの研究主題
　毎年度，県内 7 つの工業高校より各校 1 名～ 3 名の工
業科に従事する教諭が，授業力向上担当者として各高校
の教頭先生より指名され，その教諭らが所属校において
授業を公開する。
　授業力向上担当者会では，まず工業科の指導教諭 2 名
と授業力向上担当者に指名された教諭で「主体的・対話
的で深い学び」の授業手法や，授業力向上担当者での意
見交換などの研修を 2 回実施し，その後，10 ～ 12 月に
かけて各工業高校で授業公開が実施される。そこでの授
業は，その工業高校の教職員のみでなく，県内の工業科
に従事する教職員から参観者を募り，多くの先生が参加
することができる。公開後すぐに参観した先生らが授業
について議論する。最後に，1 月に取り組みのまとめと
しての研修が実施され，また，授業力向上担当者は所属
校において，研修内容についての伝達講習の役割も担っ
ている。
　これまでの研究主題は，「ICT を活用した授業」，「協
働学習」，「言語活動を取り入れた授業」，「知識構成型
ジグソー法による授業展開」，「到達目標を明示したルー
ブリック評価による授業実践」である。毎年度の第１回
の授業力向上担当者会において，これらの研究主題を掲
げ，第２回の同会において指導案や公開授業時に使用す
る教材などについての研修に取り組んでいる。

3 ．現在までの授業力向上担当者の推移からの考
察

3.1　学科別の現状
　平成 24（2012）年度から令和元（2019）年度までの
授業力向上担当者に指名された教諭は，67 名である。
このうち，複数回担当になっている教諭を延べ数とする
と 93 名が担当している。この 93 名の所属している学科
について分析を行った。なお，分析の際，学科を組み合
わせた学科，例えば生産システム科などのように機械と
電気を組み合わせた学科の教諭については，現在所属し
ている学科で数えた。授業力向上担当者の教諭の所属し
ている学科別割合を図１に示す。図１より，①県内の工
業科の学科数割合 [ 注１] と比較すると，授業力向上担当
者の教諭数割合は異なること，②電気系の教諭で半数を
占めていること，③化学系の教諭が少ないこと，が示さ
れた結果となっている。

3.2　指名回数の現状
　これまでの授業力向上担当者に指名された延べ 93 名
の教諭の指名回数について分析を行った。分析結果を図
２に示す。図２において，①電気系では 3 回選任されて
いる教諭がいること，が示されている。授業力向上と
いう観点から考察すると，令和 4（2022）年度より学年
進行で実施される高等学校学習指導要領下での主体的・
対話的で深い学びに関する授業，授業評価の方法など新
しく求められる内容もあること [6] から，多くの先生方
が携わる必要があるといえる。

図 1　授業力向上担当者の学科別割合
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諭数割合は異なること，②電気系の教諭で半数を占めて

いること，③化学系の教諭が少ないこと，が示された結

果となっている。 
 

 
図１ 授業力向上担当者の学科別割合 

 
3.2 指名回数の現状 

 これまでの授業力向上担当者に指名された延べ 93 名

の教諭の指名回数について分析を行った。分析結果を図

２に示す。図２において，①電気系では3回選任されて

いる教諭がいること，が示されている。授業力向上とい 
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4 ．アンケート調査からみた授業力向上担当者の
考察

4.1　実施時期とその方法および分析方法
　ここでは，さらに現状と課題を追究するために，平成
30（2018）年度および令和元（2019）年度に指名された
教諭へアンケート調査を実施した。その調査結果から，
現状と課題について考察する。
　宮崎県では令和元（2019）年 6 月より，県立学校情報
基盤整備事業において県立高校を繋ぐグループウェア
が稼働している。そのグループウェアの機能の一部に，
アンケート機能があるため，それを利用して調査を実施
した。アンケートの実施時期などは，以下のとおりであ
る。アンケートの回収率は，95.7％であった。
・対象教諭： 平成 30 年度および令和元年度の授業力向

上担当者 23 名
・実施時期： 2019 年 11 月～ 12 月
・実施方法： グループウェアによるアンケート機能を利

用
　実施したアンケートについて，図３に示す。実際には，
グループウェアのアンケート機能を用いての実施であ
るため，オンライン上での調査となる。アンケートは，
授業力向上担当に関する質問と，回答した教員自身の所
属系，年齢などを問う質問と，大きく 2 つの質問構成と
した。
　授業力向上担当に関する質問の Q1 は，授業力向上に

参加に関する問で選択肢による回答とその理由につい
て自由記述式による必須回答とした。Q2 は，ここでの
経験が今後どう活かせるかの問で自由記述式による回
答である。Q3 については，授業力向上に参加して良かっ
たことや参考になったことに関する問で自由記述式に
よる回答とした。Q4 では反省点に関する問とし自由記
述式による回答にした。Q5 は，授業力向上担当者に再
度なりたいかを問い選択肢による必須回答，Q6 が授業
力向上担当者の在り方や改良点，要望などに関する問
で，自由記述式による必須回答とした。最後に，教員自
身の所属系，年齢，教員経験年数に関する問で，全て選
択肢による必須回答である。
　アンケート調査の分析方法であるが，選択肢による回
答に関しては単純集計による分析を用いた。自由記述式
による回答では，分析者による都合のいい部分の抜粋
や抜粋箇所の偏りなどの問題，客観性にかける点を排
除したいとの考えから，形態素解析にて語句を抽出（以
下，単語 とする）し，その単語のつながりを可視化す
る方法を用いた。その可視化には，共起ネットワークを
用いた。共起ネットワークとは，文章上からその文章を
特徴づける単語同士の共起関係をネットワーク図にす
るものである。その共起ネットワーク結果を解析する
ことで，回答者の傾向を掴むことができる利点がある。
形態素解析のツールには「茶筅」[7] を，共起ネットワー
ク作成には「KH Coder」[8] を用いた。KH Coder には茶
筅が組み込まれている。

4.2　アンケート分析
　まず，教員自身に関する調査の分析結果について述べ
る。図４に，学科別割合について示す。ここでは，詳細
を追究するために電気系を強電系と弱電・情報系に再分
類した。図４より，①県内の工業高校の学科数割合と比
較するとその比率が異なること，②機械系，電気系（強
電系，弱電・情報系含む）で 8 割近いこと，③化学系で
担当になった教諭はいないこと，が示されている。続い
て，担当者の年齢についての分析結果を図５に示す。授
業力向上担当者会の前身である実践塾では，若手教員を
対象として，授業研究などの実践的な研修を通して授業
力の向上を図ることが目的の 1 つであったが，図５に示
されているように，①この 2 年間では 40 代が一番多く，
その次が 30 代，50 代ということでバランスよく指名さ
れていると考えられる。しかしながら，詳細はアンケー
トの分析結果から後述するが，「ベテランの先生より年
齢が低く経験が浅い先生が担当になっている事が多い」
との意見もあることや，技術・技能の伝承からは 50 代
の先生方の積極的な参加も期待されるところである。
　教員自身に関する最後の問である教員歴の分析結果
について，図６に示す。図６において，① 10 年未満お
よび11～20年で7割を超えていることが示されており，
前述のとおり，実践塾での目的から考察すると，バラン
スよく指名されているといえる。
　ここから他の分析結果について，考察していく。Q1図 3　実施したアンケート
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Ｑ１ 授業力向上に参加してどうでしたか 
□とても良かった 
□良かった 
□どちらでもない 
□悪かった 
□すごく悪かった 

 
・上記の理由を教えてください 

 
 
Ｑ２ 授業力向上に参加して，今後，授業にどのようなことを活かせそうですか？ 

 
 
Ｑ３ 授業力向上に参加して，良かったことや参考になったことを教えてください。 

 
 
Ｑ４ 授業力向上に参加しての反省点を教えて下さい。 

 
 
Ｑ５ また機会があれば，授業力向上担当者になりたいですか？ 

□是非なりたい 
□なってもよい 
□どちらかといえば，なりたくない 
□なりたくない 

 
Ｑ６ 今後の授業力向上担当者の在り方や改良点，要望などありましたら，教えてください。
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□建築・土木系 
□化学系 
□インテリア・デザイン系 

 
先生の年齢を教えてください 

□２０代 
□３０代 
□４０代 
□５０代 
□６０代 

 
先生の教員歴を教えてください。 

□１０年未満 
□１１～２０年 
□２１～３０年 
□３１～４０年 
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は授業力向上に参加に関する問で “ とても良かった ”，
“ 良かった ”，“ どちらでもない ”，“ 悪かった ”，” すご
く悪かった ” の選択肢よる必須回答の問である。分析結
果について，図７に示す。図７において，① “ とても良
かった ”，“ 良かった ” との回答で約７割を占めている
ことから，授業力向上担当の意義があるといえる。しか
しながら，② “ どちらでもない ” との回答が多いことに
ついても，今後の授業力向上の在り方から十分に反省し
なければいけないことも示された結果といえる。
　Q1 においては，この選択肢を選んだ理由についての
自由記述式による必須回答も設けた。その分析結果につ
いて，図８に示す。分析方法は，前述のしたとおり，形
態素解析ならびにその可視化である。図８より，①ルー
ブリックによる評価の授業について考える機会になっ
たこと，②他の先生の授業を参観することで参考になっ
たこと，③新学習指導要領に実施に向け，自分の教員と
しての向上につながったこと，と授業力向上を肯定的に
捕らえていることが示されている。しかしながら，④担
当になることで準備のための時間や仕事量が増え大変
であること，⑤業務量が単に増加してそもそもの業務に
支障があることも占めされた結果といえる。このことに
ついては，検討しなければならない課題である。
　これらの分析結果について，自由記述式の回答を調査
したところ，「他の先生が生徒にわかりやすい授業をす
るためにどのような工夫をされているのか、その様子が
わかって参考になった」，「指導案の作成から、進学者へ
の推薦書の書き方まで大幅に変わることが分かって良
かった」，「多くの先生方の授業を参観することができ、
自分自身の授業の改善点等がわかった」，「様々な視点か
らの授業を拝見することができたので、自分の引き出し
が少しは増えたのかなと感じております」などの回答が
あることと，「実施してみて感じたことは、指導案作成
がこれまでの 2 倍の労力である点や『ICT の活用』、『ア
クティブ・ラーニング』、『新学習指導要領に則った指導
方法と評価の観点』、『ルーブリック評価の検討』など研
究課題が多すぎて何を重点にすべきかが明確にできな
かった」，「自分を含めて漏れなく担任・部活をしていま
す。多忙を極める中で研究授業の準備や指導案作成、校
外への出張などなど、仕事が更に増える要素になってい
るのは間違い有りません」，「この研修はプラスアルファ
になっていて、本腰入れて取り組んでいる人がどれくら
いいるのだろうと疑問に思います。このような研修が今
後充実したものになるには『担当となった年度は担任を
外す』などの配慮を顧問理事会などで審議して欲しい」
などの意見もあり，今後の検討しなければいけない課題
であることも明確となった。
　次に，Q2 の授業力向上担当者になった経験が今後ど
う活かせるかの問の分析結果について，図９に示す。図
９より，①今後の授業において，協働学習を取り入れる
ときに活かすことができる，②生徒がわかる評価につい
て活かすことができる，と感じている教諭が多いことが
示されているのではないかと分析した。これらの分析結
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図６ 平成30年（2018）度および令和元（2019）年度

授業力向上担当者の教員経験年数別割合 
 

 
図７ 授業力向上に参加に関する問の分析結果 
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果について，自由記述式の回答を調査したところ，「協
働学習や話し合いをさせる際にルーブリックが生徒の
活動を活発化させるのには有効だと感じました。これは
今後活かしていこうと考えています」，「ループワーク、
ジグゾー法について、他の先生方の授業や指導教諭の
アドバイスなど、今後活かせることが多々あった」，「研
究授業を行う中で、これまで積極的に行ってこなかった
座学でのグループワークを取り入れた授業運営にはな
れることができた」などの記載があり，分析結果と一致
しているといえる。
　Q3 の授業力向上に参加して良かったことや参考に

なったことに関する問の分析結果を図１０に示す。こ
こでは，①授業力向上担当者の先生の授業を参観する
ことで，評価方法などを知ることができたこと，②他
の先生と情報交換することで，授業を考える機会になっ
たこと，が Q3 の回答であると推測した。これらの分析
結果について，記入された回答を調査したところ，「こ
れからの授業評価の仕方、学習指導要領のことなどに
ついても知ることができた」，「何を目標にその授業に 1
年間取り組んでいくかという計画性が大事であること
がとても勉強になった」，「他の先生方の授業方法を見る
ことができ、自分の授業の振り返りができた」，「普段参
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「自分を含めて漏れなく担任・部活をしています。多忙

を極める中で研究授業の準備や指導案作成、校外への出

張などなど、仕事が更に増える要素になっているのは間

違い有りません」，「この研修はプラスアルファになって

いて、本腰入れて取り組んでいる人がどれくらいいるの

だろうと疑問に思います。このような研修が今後充実し

たものになるには『担当となった年度は担任を外す』な

どの配慮を顧問理事会などで審議して欲しい」などの意

見もあり，今後の検討しなければいけない課題であるこ

とも明確となった。 
 次に，Q2の授業力向上担当者になった経験が今後どう

活かせるかの問の分析結果について，図９に示す。図９

より，①今後の授業において，協働学習を取り入れると

きに活かすことができる，②生徒がわかる評価について

活かすことができる，と感じている教諭が多いことが示

されているのではないかと分析した。これらの分析結果

について，自由記述式の回答を調査したところ，「協働学 
 

 
図８ 授業力向上に参加に関する問の可視化結果 

 

 
図９ 授業力向上の経験が今後どう活かせるかに関する問の可視化結果 
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観する機会の少ない、他学科の授業が参観できること」
との記入があり，分析結果と同様であることが提示され
た。
　次に Q4 の授業力向上に参加しての反省点に関する問
について分析する。これまでと同様に可視化した結果
を図１１に示す。図１１において，①年間を通じて指
導計画を作る必要があったこと，②継続して研究授業
を取り入れられなかったこと，などを反省しているの
ではと推測できる。実際の回答を確認したところ，「研
究授業を行って感じたことは、実施した 1 時間の研究授
業が単発になっていている点が反省点であり、今後の課
題であると感じた」，「年間をとおして、重点項目を絞っ
て継続的に授業研究する方が効果的であると感じた。特
に学習評価に関しては、単元ごと、学期ごとなどの期
間で研究を行った方がよいと感じる」，「ジグゾー法や
アクティブ・ラーニングをあまり理解していない中で、
研究授業を行ったので、あまり上手くいかなかった。ふ
だんから少しでも授業で取り入れていたら、もっと納得
いく授業ができたと思う」，「年間計画、単元計画で指導
内容を精選する（重点項目を絞る）」などの回答があり，
分析した結果と一致している。前述の分析結果にもあっ
たが，授業力向上担当者への業務分担の在り方も考察し
なければならない現状も明らかとなった。
　続いて，授業力向上担当者に再度なりたいかについて
選択肢による必須回答である Q5 の分析結果について述
べる。その分析結果を図１２に示す。図１２において，
①「是非なりたい」と「なってもよい」と答えた教諭と，

「なりたくない」，「どちらかといえば，なりたくない」
と回答した教諭がおよそ５：５である。この結果から，
②なりたいと思わせる研修や運営の在り方を今後検討

しなければならない結果ともいえる。また，「なりたく
ない」と回答している教諭も約３割いるため，この点に
ついても改善していく必要が提示されているものと考
えられる。
　最後に，今後の授業力向上担当者の在り方や改良点，
要望などによる自由記述式の必須回答Ｑ６の分析結果
について図１３に示す。図１３より，①指導教諭の模範
授業を先に公開してほしいこと，②工業高校の教員が全
員参加してほしいこと，③年配の先生も授業力向上研修
で授業公開してほしいこと，④実習教諭も授業を公開し
てほしいこと，⑤実習の授業公開してほしいこと，が改
良点，要望として挙げられていると推測した。実際に回
答を確認したところ，「指導教諭の方々の授業を見てか
ら参考にしたい。公開してもらってその授業スタイル
や方法を見て学んでから自分の授業に取り組んでいき
たい」，「実習の評価という観点で進めてはと思います。
教諭・実習教諭含めて工業職員全員で取り組める。テス
トで点数がはかれない内容が多いと思われるのでルー
ブリックや評価の題材には向いていると思われる」，「実
習の研修（実習教師による模範実習と公開）」，「取り組
みをしたことが自らの資質向上だけとなっている状況
が、全体に意識を持たせることに繋がっているかは疑問
である。実は若手だけで無く、ベテランにも必要な研修
だと思われる」，「授業者に負担にならないような対策を
とって欲しい。例えば、学習指導案をなくすと言った思
い切った考えが必要だ」，「授業実践例や指導案など、参
考になる材料がほしい。電気機械の先生方が多く、なか
なか相談しにくいので」などの要望が記入されていた。
このことから，推測した結果と一致しているといえる。
さらには，「今回、2 回目の参加になりました。担当者
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習や話し合いをさせる際にルーブリックが生徒の活動を

活発化させるのには有効だと感じました。これは今後活

かしていこうと考えています」，「ループワーク、ジグゾー

法について、他の先生方の授業や指導教諭のアドバイス

など、今後活かせることが多々あった」，「研究授業を行

う中で、これまで積極的に行ってこなかった座学でのグ

ループワークを取り入れた授業運営にはなれることがで

きた」などの記載があり，分析結果と一致しているとい

える。 
 Q3 の授業力向上に参加して良かったことや参考に

なったことに関する問の分析結果を図１０に示す。ここ

では，①授業力向上担当者の先生の授業を参観すること

で，評価方法などを知ることができたこと，②他の先生

と情報交換することで，授業を考える機会になったこと，

が Q3 の回答であると推測した。これらの分析結果につ

いて，記入された回答を調査したところ，「これからの授

業評価の仕方、学習指導要領のことなどについても知る

ことができた」，「何を目標にその授業に1年間取り組ん

でいくかという計画性が大事であることがとても勉強に

なった」，「他の先生方の授業方法を見ることができ、自

分の授業の振り返りができた」，「普段参観する機会の少

ない、他学科の授業が参観できること」との記入があり，

分析結果と同様であることが提示された。 
 次に Q4 の授業力向上に参加しての反省点に関する問

について分析する。これまでと同様に可視化した結果を

図１１に示す。図１１において，①年間を通じて指導計

画を作る必要があったこと，②継続して研究授業を取り

入れられなかったこと，などを反省しているのではと推

測できる。実際の回答を確認したところ，「研究授業を

行って感じたことは、実施した1時間の研究授業が単発

になっていている点が反省点であり、今後の課題である

と感じた」，「年間をとおして、重点項目を絞って継続的

に授業研究する方が効果的であると感じた。特に学習評

価に関しては、単元ごと、学期ごとなどの期間で研究を

行った方がよいと感じる」，「ジグゾー法やアクティブ・

ラーニングをあまり理解していない中で、研究授業を

行ったので、あまり上手くいかなかった。ふだんから少

しでも授業で取り入れていたら、もっと納得いく授業が

できたと思う」，「年間計画、単元計画で指導内容を精選

する（重点項目を絞る）」などの回答があり，分析した結

果と一致している。前述の分析結果にもあったが，授業

力向上担当者への業務分担の在り方も考察しなければな

らない現状も明らかとなった。 
 続いて，授業力向上担当者に再度なりたいかについて

選択肢による必須回答である Q5 の分析結果について述

べる。その分析結果を図１２に示す。図１２において，

①「是非なりたい」と「なってもよい」と答えた教諭と，

「なりたくない」，「どちらかといえば，なりたくない」

と回答した教諭がおよそ５：５である。この結果から，

②なりたいと思わせる研修や運営の在り方を今後検討し

なければならない結果ともいえる。また，「なりたくない」

と回答している教諭も約３割いるため，この点について

も改善していく必要が提示されているものと考えられる。 
 最後に，今後の授業力向上担当者の在り方や改良点，

要望などによる自由記述式の必須回答Ｑ６の分析結果に

ついて図１３に示す。図１３より，①指導教諭の模範授 
 

 
図１０ 授業力向上に参加して参考になったことなどに関する問の可視化結果 
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図１１ 授業力向上に参加しての反省点に関する問の可視化結果 

 

 
図１２ 次回も授業力向上担当者になりたいか否かに関する分析結果 

 

 
図１３ 授業力向上担当者の在り方や改良点，要望などに関する分析結果 
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図 12　次回も授業力向上担当者になりたいか否かに関する分析結果

図 13　授業力向上担当者の在り方や改良点，要望などに関する分析結果

43指導教諭を中心に実施した授業力向上研修の現状と課題



や研究授業を行う先生方は各校で同じ方が複数回され
ているように感じる」，「担当者の固定化は避けなければ
ならないと思います。スーパーティーチャーの育成なら
ばあり得るかもしれませんが、広く皆が少しずつ向上し
ていける研修であって欲しいと思います」，「授業公開に
おいても、参観で見かける顔はだいたい同じではないか
と思います。それもまた片寄った参観人選の一因となっ
たものと思います」などの担当者ならびに参観者の固定
化に対する要望も記載があった。

5 ．おわりに
　本報告では，平成 24（2012）年度から令和元（2019）
年度において授業力向上担当に指名された教諭数や所
属学科，指名回数の推移から，併せて，平成 30（2018）
年度ならびに令和元（2019）年度の授業力向上担当者へ
実施したアンケート調査結果を基に，授業力向上担当者
会における現状と課題ならびにこれまでの反省につい
て考察してきた。その結果，以下のことが明確となった。
　担当者の現状として

・担当者の学科間に偏りがあること
・電気系（強電，弱電・情報系）の担当者が多いこと
・複数回指名されている担当者がいること

　年齢，教員経験歴のバランスとして
・この２年間では 40 代が一番多く，その次が 30 代，

50 代でバランスよく指名されていること
・経験年数もこの２年間ではバランスよく指名されて

いること

　授業力向上者に参加して
・授業力向上担当者になり“とても良かった”，“良かっ

た ” との回答で約 7 割を占めていること
・“ どちらでもない ” との回答が多いことについても，

今後の授業力向上の在り方から十分に反省しなけ
ればいけないこと

・ルーブリックによる評価について考える機会になっ
ていること

・他の先生の授業を参観することで参考になったこと
・新学習指導要領に実施に向け，自分の教員としての

向上につながったこと
・担当になることで準備のための時間や仕事量が増え

大変であること
・業務量が単に増加してそもそもの業務に支障がある

こと

　授業力向上に参加して良かったことや参考になった
こととして

・授業力向上担当者の先生の授業を参観することで，
評価方法などを知ることができたこと

・他の先生と情報交換することで，授業を考える機会
になったこと

　授業力向上に参加しての反省点として
・年間を通じて指導計画を作る必要があったこと
・継続して研究授業を取り入れられなかったこと

　授業力向上担当者に再度なりたいかとして
・「是非なりたい」と「なってもよい」と答えた教諭と，
「なりたくない」，「どちらかといえば，なりたくな
い」と回答した教諭がおよそ５：５であること

・なりたいと思わせる研修や運営の在り方を今後検討
しなければならない

　今後の授業力向上担当者の在り方や改良点，要望とし
て

・指導教諭の模範授業を先に公開してほしいこと
・工業高校の教員が全員参加してほしいこと
・年配の先生も授業力向上研修で授業公開してほしい

こと
・実習教諭も授業を公開してほしいこと
・実習の授業公開してほしいこと

　その他として，上記の指名回数の件や参観する先生方
への意見として

・担当者や研究授業を行う先生方は各校で同じ方が複
数回されているように感じていること

・担当者の固定化は避けなければならないこと
・授業公開においても、参観で見かける先生が同じで

あること

　また，授業力向上担当者会で指導・助言を行っている
指導教諭 2 名に，今後の課題について聞き取りによる調
査も実施した。その結果，①指導教諭に対する配慮（業
務内容の明確化，授業時数の配慮など）がないために指
導教諭であることを理由に業務が増加し，指導・助言や
教材開発などの時間が十分に確保できないこと，②教育
委員会との組織的活動体制が不十分なため，様々な取り
組み，活動が浸透しないこと，が課題として認められた。
さらに，③指導教諭の研修に関しても，年 1 回の合同
研修会での事例紹介，情報交換にとどまり指導教諭自
身の資質向上に関する研修会が実施されていないこと，
④工業科の指導教諭は “ 機械系 ” と “ 電気・電子・情報
系 ” の 2 名のみであり，たとえ同一校であっても他の “ 建
築系 ” や “ 土木 ” などの専門領域の指導・助言には限界
があること，も課題として認められた。このことに加え，
指導教諭を目指す教諭が少ないことについても言及し
ていた。それは，令和 3 年度の指導教諭任用試験におい
て，受験資格が教諭経験 10 年以上から 5 年以上に変更
になったことやエリア昇任制度が導入されたことなど
からも推測できる [9]。
　今後は，他教科や他校種における研究会の取組との相
違を分析することにより，効果的な研究会運営を探る必
要がある。
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＜　注　＞
[ 注１] 宮崎県内の工業系学科における学科数割合を付

図１に示す。なお，ここで生産システム科と情報制御
システムかについては機械系と電気系の両方で，建設
システム科については建築系と土木系の両方で数え
ている。
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・実習の授業公開してほしいこと 
 
その他として，上記の指名回数の件や参観する先生方

への意見として 
・担当者や研究授業を行う先生方は各校で同じ方が

複数回されているように感じていること 
・担当者の固定化は避けなければならないこと 
・授業公開においても、参観で見かける先生が同じ

であること 
 
また，授業力向上担当者会で指導・助言を行っている

指導教諭2名に，今後の課題について聞き取りによる調

査も実施した。その結果，①指導教諭に対する配慮（業

務内容の明確化，授業時数の配慮など）がないために指

導教諭であることを理由に業務が増加し，指導・助言や

教材開発などの時間が十分に確保できないこと，②教育

委員会との組織的活動体制が不十分なため，様々な取り

組み，活動が浸透しないこと，が課題として認められた。

さらに，③指導教諭の研修に関しても，年1回の合同研

修会での事例紹介，情報交換にとどまり指導教諭自身の

資質向上に関する研修会が実施されていないこと，④工

業科の指導教諭は“機械系”と“電気・電子・情報系”

の2名のみであり，たとえ同一校であっても他の“建築

系”や“土木”などの専門領域の指導・助言には限界が

あること，も課題として認められた。このことに加え，

指導教諭を目指す教諭が少ないことについても言及して

いた。それは，令和3年度の指導教諭任用試験において，

受験資格が教諭経験10年以上から5年以上に変更になっ

たことやエリア昇任制度が導入されたことなどからも推

測できる[9]。 
今後は，他教科や他校種における研究会の取組との相

違を分析することにより，効果的な研究会運営を探る必

要がある。 
 

＜ 注 ＞ 

[注１]宮崎県内の工業系学科における学科数割合を付図

１に示す。なお，ここで生産システム科と情報制御

システムかについては機械系と電気系の両方で，建

設システム科については建築系と土木系の両方で数

えている。 
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